
- 1 -

森町人事行政の運営等の状況について

１ 総括

(1) 人件費の状況（平成28年度普通会計決算）

住民基本台帳人口 歳 出 額 実質収支 人 件 費 人件費割合 (参考)
区 分

（平成29年1月1日） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 27年度人件費率
人 千円 千円 千円 ％ ％

28年度
18,813 7,543,848 978,252 1,150,132 15.2 13.4

(2) 職員給与費の状況（平成28年度普通会計決算）

職員数 給 与 費 (参考)1人当たりの
区 分

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 給与費 Ｂ／Ａ
人 千円 千円 千円 千円 千円

28年度
142 512,842 80,428 196,033 789,303 5,558

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。

２ 職員数は、平成28年4月1日現在の人数です。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日）

区 分 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

森 町 95.6 94.2 95.5 96.2 95.8 96.3

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比

較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、

国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

単純平均したものです。

Ｈ29

（96.3)
Ｈ29

（96.5）

Ｈ29

（96.4）
H26

（95.5）

H26

（96.2）
H26

（95.6）

H27

(96.2) 

H27

(96.2)

H27

(95.8)

H28

(95.8) 

H28

(96.3) 
H28

(96.3) 

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

町 類似団体平均 全国町村平均



- 2 -

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

ア 給料表の見直し

給料表の改定実施時期 平成27年4月1日

内容 一般行政職の給料表について、国の見直しを踏まえ、平均２％引下げ。激減緩和の

ため、３年間（平成30年3月31日まで）の現給保障を実施しました。

他の給料表については、一般行政職の給料表との均衡を踏まえて見直しを実施しました。

イ その他の見直し内容

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施しました。

（平成27年4月1日実施）

(5) 特記事項 なし

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成29年4月1日現在）

ア 一般行政職

平均給与月額
区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

(国比較ベース)

森 町 41.6歳 307,300円 368,982円 330,975円

静 岡 県 42.5歳 336,011円 434,642円 374,264円

国 43.6歳 330,531円 － 410,719円

類似団体 41.8歳 308,271円 354,901円 331,618円

イ 技能労務職

公 務 員
区 分

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額
（Ａ） (国比較ベース)

森 町 53.9歳 9人 289,900円 297,623円 292,567円

うち調理員 54.0歳 3人 289,500円 293,900円 289,500円

うち用務員 53.9歳 6人 290,200円 299,533円 294,200円

静 岡 県 54.7歳 192人 318,702円 367,262円 341,896円

国 50.6歳 2,722人 286,833円 － 328,360円

類似団体 48.8歳 9人 296,685円 321,383円 309,332円

民 間 参 考

区 分 対応する民間の類似 平均年齢 平均給与月額 Ａ／Ｂ
職種 （Ｂ）

森 町 － － － －

うち調理員 調理士 44.5歳 270,600円 1.09

うち用務員 用務員 55.1歳 207,300円 1.44

静 岡 県 － － － －

国 － － － －

類似団体 － － － －
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参 考

区 分 年収ベース（試算値）の比較

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ／Ｄ

森 町 － － －

うち調理員 4,711,600円 3,588,100円 1.31

うち用務員 4,795,100円 2,818,600円 1.70

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成29年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の

平均です。

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤

務手当などの諸手当の額を合計したものです。このうち「平均給与月額（国比較ベー

ス）」は、比較のため国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）

で算出しています。

３ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用してい

ます。（平成26年度～平成28年度の３カ年平均）

４ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の

点において完全に一致していません。

５ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与

月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間

においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

(2) 職員の初任給の状況（平成29年4月1日現在）

区 分 森 町 静 岡 県 国

大 学 卒 178,200円 188,292円 178,200円
一般行政職

高 校 卒 146,100円 153,344円 146,100円

高 校 卒 143,500円 151,000円 143,500円
技能労務職

中 学 卒 135,500円 138,060円 135,500円

(3) 職員の経験年数・学歴別平均給料月額の状況（平成29年4月1日現在）

区 分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

大 学 卒 253,700円 353,400円 366,267円 389,140円
一般行政職

高 校 卒 － 324,700円 － －

高 校 卒 － 259,500円 274,800円 308,000円
技能労務職

中 学 卒 － － － －
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成29年4月1日現在）

１号給の 最高号給の
区分 標準的な職務の内容 職員数 構成比

給料月額 給料月額

６級 参事、課長、局長、室長 14人 11.7％ 317,700円 409,400円

５級 副参事、技監、課長補佐 13人 10.8％ 287,100円 392,200円

４級 主幹、技幹、主任主査、主任技術 39人 32.5％ 261,100円 391,000円
主査

３級 主査、技術主査 15人 12.5％ 227,900円 352,500円

２級 主事、技師 26人 21.7％ 191,700円 303,400円

１級 主事、技師、主事補、技師補 13人 10.8％ 141,600円 246,600円

計 120人 100.0％

（注）１ 森町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。
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(2) 昇給への人事評価の活用状況（森町）

平成29年4月2日から平成30年4月1日
管理職員 一般職員

までにおける運用

イ 人事評価を活用している 〇

活用している昇給区分
昇給可能 昇給実績が 昇給可能 昇給実績が

な区分 ある区分 な区分 ある区分

上位、標準、下位の区分 〇

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律） 〇

ロ 人事評価を活用していない 〇

活用予定時期 未定

４ 職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

森 町 国

１人当たりの平均支給額（平成28年度）
1,350千円

（平成28年度支給割合） （平成28年度支給割合）
期末手当 勤勉手当 計 期末手当 勤勉手当 計
2.60月分 1.70月分 4.30月分 2.60月分 1.70月分 4.30月分

(1.45月分) (0.80月分) (2.25月分) (1.45月分) (0.80月分) (2.25月分)

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算 5～15％ 役職加算 5～20％

管理職加算 10～25％

静 岡 県

１人当たりの平均支給額（平成28年度）

1,633千円

（平成28年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 計 （注）（ ）内は、再任用職員に係る支給額で

2.60月分 1.70月分 4.30月分 す。

(1.45月分) (0.80月分) (2.25月分)

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5～20％

管理職加算 20～25％
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(2) 勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（森町）

平成29年度中における運用 管理職員 一般職員

イ 人事評価を活用している 〇

活用している昇給区分
支給可能な 支給実績が 支給可能な 支給実績が

成績率 ある成績率 成績率 ある区分

上位、標準、下位の区分 〇

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律） 〇

ロ 人事評価を実施していない 〇

活用予定時期 未定

(3) 退職手当（平成29年4月1日現在）

森 町 国

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年
勤続20年 20.445月分 25.55625月分 勤続20年 20.445月分 25.55625月分
勤続25年 29.145月分 34.5825 月分 勤続25年 29.145月分 34.5825 月分
勤続35年 41.325月分 49.59 月分 勤続35年 41.325月分 49.59 月分
最高限度額 49.59 月分 49.59 月分 最高限度額 49.59 月分 49.59 月分
その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～45％加算） 定年前早期退職特例措置（2～45％加算）
退職時特別昇給 無

１人当たり平均支給額 2,253千円 18,550千円

（注）退職手当の１人当たりの平均支給額は、平成28年度に退職した全職種に係る職員に支給さ

れた平均額です。

(4) 地域手当（平成29年4月1日現在）

支給実績（平成28年度決算） 514,000円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 514,000円

支給対象地域 支給率 支給対象職員 国の制度(支給率)

東京都特別区 20 ％ 1 人 20 ％
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(5) 特殊勤務手当（平成29年4月1日現在）

区 分 全 職 種

支給実績（平成28年度決算） 9,000円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 2,250円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成28年度） 2.8％

手当の種類（手当数） 9種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給単価

感染症防疫作業手当 保健衛生業務従事 感染症患者の予防救 1回につき500円
職員 治等

精神障害者収容作業手当 〃 精神障害者の収容 1回につき500円

家畜伝染病予防作業手当 〃 家畜伝染病予防作業 1日につき500円

不用犬捕獲作業手当 〃 不用犬捕獲作業 1回につき300円

税務調査・滞納整理取扱手当 町税事務従事職員 税務調査・滞納整理 1日につき300円

滞納処分・犯則事件取扱手当 〃 滞納処分・犯則事件 1日につき500円

行旅病人取扱作業手当 当該事務従事職員 行旅病人の取扱い 1回につき1,000円

行旅死亡人取扱作業手当 〃 行旅死亡人の取扱い 1回につき3,000円

犬猫等死体取扱作業手当 〃 犬猫等死体の取扱い 1体につき300円

(6) 時間外勤務手当

支給実績（28年度決算） 34,952千円

職員1人当たり平均支給年額（28年度決算） 294千円

支給実績（27年度決算） 38,474千円

職員1人当たり平均支給年額（27年度決算） 321千円
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(7) その他の手当(内容・支給単価は平成29年4月1日現在、支給実績は平成28年度普通会計決算額)

国の制度 国の制度と 支給職員１人
手 当 名 内容・支給単価 支給実績 当たり平均

との異同 異なる内容 支給年額

扶 養 手 当 配偶者 10,000円 同 － 13,997千円 98,570円
子 8,000円
父母等 6,500円
特定扶養1人 5,000円

住 居 手 当 月額12,000円以上の家賃 同 － 4,818千円 33,930円
月額23,000円以下

家賃月額－12,000円
月額23,000円以上
(家賃月額－23,000円)×
1/2＋11,000円
限度額 27,000円

通 勤 手 当 交通機関利用者 異 ～5㎞ 9,322千円 65,648円
最高限度額 55,000円 2,000円

交通用具使用者 5㎞～10㎞
2㎞～4㎞ 3,800円 4,100円
4㎞～26㎞ 10㎞～45㎞

２㎞ごとに1,100円加算 5㎞ごと
26㎞～32㎞ 2,400円

２㎞ごとに1,000円加算 加算
32㎞～35㎞ 20,400円 45㎞～
35㎞～45㎞ 5㎞ごと

５㎞ごとに2,000円加算 900円加
45㎞～ 算

５㎞ごとに1,800円加算 最高限度額
最高限度額 31,600円 24,500円

管理職手当 参事 15％ 異 職務の級に 11,737千円 510,304円
課長 12％ おける最高
副参事・技監 10％ 号俸の25％
課長補佐 9％ を超えない

範囲内

時間外・休 時間外勤務手当 同 － 34,952千円 293,714円
日・夜間勤 時間外単価×125/100
務手当 休日勤務手当

時間外単価×135/100
夜間勤務手当

午後10時から午前5時まで
勤務する場合は、時間外・休
日勤務手当に25/100を加算

宿日直手当 宿日直勤務 5,200円 異 4,200円 5,065千円 45,223円

管理職員特 週休日等における勤務１回に 異 勤務１回に 14千円 609円
別勤務手当 つき つき12,000

参事・課長・課長相当職 円を超えな
7,000円（10,500円） い範囲内
平日深夜 3,500円

課長補佐
6,000円（9,000円）
平日深夜 3,000円

（ ）は実働時間6時間超の
場合
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５ 特別職の報酬等の状況（平成29年4月1日現在）

区 分 給 料 月 額 等

（参考）類似団体における最高／最低額

給 町 長 624,600円 840,000円／543,200円

料 副町長 576,000円 673,000円／504,000円

議 長 290,000円 375,000円／280,000円
報

副議長 227,000円 310,000円／220,000円
酬

議 員 203,000円 284,000円／195,000円

町 長
期 4.30月分

副町長
末

議 長
手

副議長 3.25月分
当

議 員

退 (算定方式) (支給時期)
町 長

職 在職１年につき100分の500 任期ごと

手 (算定方式) (支給時期)
副町長

当 在職１年につき100分の300 任期ごと

６ 職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在） （単位：人）

区分 職 員 数 対 前 年
増減の主な理由

部門 平成28年 平成29年 増 減 数
議 会 3 3
総 務 32 32
税 務 11 10 △ 1 欠員不補充による減
農林水産 12 12

一般
商 工 4 5 1 育休代替による一時的な増

行政
土 木 12 12
民 生 10 10
衛 生 11 12 1 一部事務組合への派遣

人口１万人当たりの職員数 51.03人
小 計 95 96 1

（類似団体の人口１万人当たりの職員数
75.41人）

特別
教 育 47 47

行政
人口１万人当たりの職員数 76.01人

普通会計の計 142 143 1 （類似団体の人口１万人当たりの職員数
93.93人）

病 院 190 182 △ 8 退職不補充による減
公営 水 道 5 5
企業 下 水 4 4
等 そ の 他 13 13

小 計 212 204 △ 8
354 347

総 合 計 △ 7
[377] [377]

（注）職員数は、一般職に属する職員数で、[ ]内は、条例定数の合計です。
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成29年4月1日現在）

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳
区 分

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計
未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数 0 21 33 46 31 24 33 37 47 41 33 1 347

(3) 職員数の推移（各年4月1日現在）

（単位：人・％）

年度 24年 25年 26年 27年 28年 29年 過去５年間の増減

部門 数（％）

一般行政 94 98 96 96 95 96 ＋ 2（＋ 2.1％）

教育行政 54 54 51 46 47 47 △ 7（△13.0％）

普通会計計 148 152 147 142 142 143 △ 5（△ 3.4％）

公営企業等会計計 189 197 204 208 212 204 ＋15（＋ 7.9％）

総合計 337 349 351 350 354 347 ＋10（＋ 3.0％）

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数
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(4) 職員採用試験の状況（平成28年度） （単位：人・倍）

区 分 職 種 申 込 者 受 験 者 合 格 者 倍 率

事 務 職 員 31 29 7 4.1

土 木 － － － －

保 健 師 － － － －

幼 稚 園 2 2 1 2.0
試 験

医療技師等 2 2 1 2.0

看 護 師 2 2 2 1.0

看 護 助 手 － － － －

小 計 37 35 11 3.2

医 師 － － － －

医療技師等 2 2 2 1.0

看 護 師 3 3 3 1.0
選考試験

看 護 助 手 － － － －

医療事務員 － － － －

小 計 5 5 5 1.0

合 計 42 40 16 2.5

(5) 採用及び退職の状況（平成28年度） （単位：人）

退 職
区 分 採 用

定 年 勧 奨 普 通 等 計

町長部局等 7 4 0 2 6

教育委員会 1 0 0 1 1

病 院 14 2 0 13 15

計 22 6 0 16 22

７ 勤務時間その他の勤務条件の状況

(1) 一般職員の勤務時間の状況(平成29年4月1日現在)

勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 休息時間

7時間45分 8時30分 17時15分 12時00分～13時00分 なし

(2) 年次有給休暇の使用状況（平成28年）

平均付与日数 平均取得日数 取 得 率

40日 7.6日 19.2％

（注）年次有給休暇は、１年につき20日付与され、残日数のうち20日までは翌年に繰り越すこ

とができます。
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(3) 育児休業等の取得状況

ア 育児休業 （単位：人）

区 分 町長部局等 教育委員会 病 院 計

平成28年度取得者 0 1 11 12

＊前年度から継続している者を含む。

イ 部分休業 （単位：人）

区 分 町長部局等 教育委員会 病 院 計

平成28年度取得者 2 0 3 5

＊前年度から継続している者を含む。

ウ 育児短時間勤務 （単位：人）

区 分 町長部局等 教育委員会 病 院 計

平成28年度取得者 0 0 3 3

＊前年度から継続している者を含む。

(4) 介護休暇 （単位：人）

区 分 町長部局等 教育委員会 病 院 計

平成28年度取得者 0 0 2 2

＊前年度から継続している者を含む。
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(5) 病気休暇・特別休暇の概要（平成28年度）

休 暇 の 理 由 期 間

病 公務上・通勤による負傷・疾病の場合 医師の証明書等に基づいて最小限度
必要と認められる期間

気
結核性疾患の場合 １年以内で、医師の証明書等に基づ

休 いて最小限度必要と認められる期間

暇 それ以外の負傷・疾病の場合 90日以内で、医師の証明書等に基づ
いて最小限度必要と認められる期間

選挙権等の公民としての権利を行使する場合 必要と認められる期間

証人、鑑定人、参考人等で官公署に出頭する場合 必要と認められる期間

骨髄等の提供に伴い検査、入院等をする場合 必要と認められる期間

自発的、無報酬で社会貢献活動をする場合 １年に５日以内

うち東日本大震災被災地等で活動をする場合 平成23年末までに７日以内

結婚する場合 連続する５日以内

出産する場合 出産日前６週間（多胎妊娠の場合は
特 14週間）

出産した場合 出産日の翌日から８週間

生後１年以内の子を保育するための授乳等の場合 １日２回それぞれ30分以内

配偶者が出産する場合 ２日以内
別

育児参加をする場合 ５日以内

子の看護をする場合 ５日以内（子が２人以上の場合は年
10日以内）

要介護者の世話をする場合 ５日以内（要介護者が２人以上の場
合は10日以内）

休
親族が死亡した場合（３親等以内） １～10日の範囲内

父母の追悼等の行事をする場合 １日

夏季における心身の健康維持等の場合 連続する３日以内
暇

災害により自らの住居を滅失・損壊した場合 必要と認められる期間

災害・交通機関の事故等により出勤が困難な場合 必要と認められる期間

災害時の通勤途上において身体の危険を回避する 必要と認められる期間
場合

生理日に勤務することが困難な場合 ２日以内で必要と認められる期間

妊娠中に通勤上の交通機関の混雑が母胎・胎児の １日に１時間以内
健康保持に影響がある場合

妊娠中・出産後１年以内の職員が保健指導・健康 １回につき必要な時間
診査を受ける場合

妊娠中の職員の業務が母胎・胎児の健康保持に影 適宜休息し、補食するために必要な
響がある場合 時間

妊娠中の職員が妊娠障害により勤務が困難な場合 必要な期間

感染症予防上必要な措置により勤務が不適切な場 必要と認められる期間
合
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８ 分限及び懲戒処分の状況

(1) 分限処分（平成28年度） （単位：人）

降 任 免 職 休 職 降 給 計

0 0 5 0 5

(2) 懲戒処分（平成28年度） （単位：人）

戒 告 減 給 停 職 免 職 計

1 1 0 0 2

９ 服務の状況

(1) 服務規律遵守等に関して講じた施策（平成28年度）

取 組 内 容

（綱紀粛正に関する通知等）
・参議院議員通常選挙における服務規律の確保について（平成28年6月6日通知）
・年末年始における服務規律の確保について（平成28年12月15日通知）

(2) 職務専念義務の免除

免除の対象となる場合

地方公務員法第35条に基づく職務専念義務は、次の場合に免除されます。
・研修を受ける場合
・厚生計画の実施に参加する場合
・職員団体と適法な交渉を行う場合
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10 研修及び勤務成績の評定の状況

(1) 職員研修の概要等（平成28年度）

区 分 研 修 の 内 容

派 遣 研 修 １ 市町職員研修（静岡県主催）
・生き生きとした職場づくり講座
・部下支援型管理者養成講座
・政策形成能力向上講座Ⅲ（戦略的発想力編）
・実践コーチング講座
・リーダーシップ向上講座
・政策形成能力向上講座Ⅱ（創造力・発想力強化）
・タイムマネジメント講座
・生き生きとした働き方講座
・コミュニケーション能力向上講座
・簿記講座
・財務諸表の見方・使い方講座
・文章力養成講座

２ 市町職員広域研修
（静岡県市町村振興協会主催）

・新規採用職員研修
・新任監督者研修
・民法研修
・住民応対基礎研修
・新任管理者研修
・地方自治法研修
・ＯＪＴ基本研修
・法制執務研修（初級・中級）
・政策法務基礎研修
・中堅職員研修
・女性職員キャリアアップ研修
・行政争訟研修

３ 遠州広域推進会議
・法務研修

４ その他研修
・刈払機取扱作業者安全衛生教習講習
・道路構造物管理実務者研修
・公金クレジット収納セミナー
・特別管理産業廃棄物管理責任者講習
・静岡県職員研修時局対応特別講座
・甲種防火管理者新規講習会
・ｅ－ラーニング
・人事交流職員研修

町単独研修 １・情報関係初任者研修
・人事評価評価者研修
・行政不服審査法研修
・折衝・交渉力向上研修
・政策形成研修
・メンタルヘルス研修
・クレーム対応研修
・人事評価被評価者研修
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11 福祉及び利益の保護の状況

(1) 公務災害等の認定状況（平成28年度） （単位：件）

区 分 町長部局等 教育委員会 病 院 計

通勤災害 0 0 0 0

公務災害 1 1 1 3

計 1 1 1 3

(2) その他の主な福利厚生事業の概要（平成28年度）

当町の福利厚生事業は、静岡県市町村職員共済組合に加入して実施しています。

区 分 給 付 の 内 容

短期給付 療養の給付、保険外併用療養費、療養費・家族療養費、入院時食事療養費、訪問
看護療養費・家族訪問看護療養費、移送費・家族移送費、高額療養費、高額介護
合算療養費、家族療養費附加金・家族訪問看護療養費附加金・一部負担金払戻金、
出産費・同附加金、家族出産費・同附加金、埋葬料・同附加金、家族埋葬料・同
附加金、傷病手当金、出産手当金、休業手当金、育児休業手当金、介護休業手当
金、弔慰金・家族弔慰金、災害見舞金

長期給付 年金給付

福祉事業 １ 保健事業
(1) 疾病予防対策事業

人間・脳ドック検査、定期健康診断、家族等生活習慣病予防検診の助成、
インフルエンザ・日本脳炎予防接種助成、歯科疾患予防対策、メンタルカ
ウンセリング、生活習慣病予防セミナー、メンタルヘルスセミナー、電話
健康相談

(2) 特定健康診査
特定保健指導

(3) 健康保持増進対策事業
スポーツ教室、保健施設利用の助成

(4) その他の事業
母子保健衛生用品の支給、救急箱補充薬品の支給、宿泊施設利用の助成、

共済事業移動相談、長期勤続者保養所利用の助成、ライフプラン講座、共
済モニターの委嘱

２ 貯金事業（積立貯金「共済貯金」）
３ 貸付事業

(1) 普通貸付、住宅貸付、災害貸付、特別貸付、高額医療貸付、出産貸付、在
宅介護対応住宅貸付

12 職員の退職管理の状況

(1) 課長級以上の退職者の再就職の状況（平成28年3月31日退職者）

町に再就職 町以外に再就職

再任用
その他(非常 国、地方 地方独立 町が出資 その他 計

勤職員等) 公共団体等 行政法人 する公社等 民間団体

３人 １人 ４人
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13 公営企業職員（地方公営企業法全部適用職員）の状況

(1) 上水道事業

① 職員給与費の状況

ア 決算

総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める （参考）
区 分 実質収支 職員給与費比率 27年度の総費用に占

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ める職員給与費比率

千円 千円 千円 ％ ％
28年度

289,531 34,757 26,410 9.12 10.22

給 与 費 1人当たり給与費
区 分 職員数

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ Ｂ／Ａ

人 千円 千円 千円 千円 千円
28年度

5 17,532 2,064 6,814 26,410 5,282

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。

２ 職員数は、平成29年3月31日現在の人数である。

イ 特記事項

なし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成29年4月1日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

森 町 38.6歳 304,040円 430,760円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

森町（水道事業） 森町（一般行政職）

１人当たりの平均支給額（平成28年度） １人当たりの平均支給額（平成28年度）
1,311千円 1,462千円

（平成28年度支給割合） （平成28年度支給割合）
期末手当 勤勉手当 計 期末手当 勤勉手当 計
2.60月分 1.70月分 4.30月分 2.60月分 1.70月分 4.30月分

(1.45月分) (0.80月分) (2.25月分) (1.45月分) (0.80月分) (2.25月分)

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算 5～15％ 役職加算 5～15％

（注）（ ）内は、再任用職員に係る支給額です。



- 18 -

イ 退職手当（平成29年4月1日）

森町（水道事業） 森町（一般行政職）

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年
勤続20年 20.445月分 25.55625月分 勤続20年 20.445月分 25.55625月分
勤続25年 29.145月分 34.5825 月分 勤続25年 29.145月分 34.5825 月分
勤続35年 41.325月分 49.59 月分 勤続35年 41.325月分 49.59 月分
最高限度額 49.59 月分 49.59 月分 最高限度額 49.59 月分 49.59 月分
その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～45％加算） 定年前早期退職特例措置（2～45％加算）
退職時特別昇給 無 退職時特別昇給 無

１人当たり平均支給額 － － １人当たり平均支給額 16,012千円 19,509千円

（注）退職手当の１人当たりの平均支給額は、平成27年度に退職した職員に支給された平均額で

す。

ウ 地域手当（平成29年4月1日現在） 支給なし

エ 特殊勤務手当（平成29年4月1日現在）

支給実績（平成28年度） －

支給職員１人当たり平均支給年額（平成28年度決算） －

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成28年度） －

手当の種類（手当数） 1種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給単価

道路上作業手当 公営企業業務従事 道路上における水管 1回につき330円
職員 の点検・修繕作業

オ 時間外勤務手当（平成29年4月1日現在）

支給実績（28年度決算） 429千円

職員1人当たり平均支給年額（28年度決算） 86千円

支給実績（27年度決算） 605千円

職員1人当たり平均支給年額（27年度決算） 151千円
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カ その他の手当（内容・支給単価は平成29年4月1日現在。決算額は平成28年度決算）

一般行政 一般行政職 支給職員１人
手 当 名 内容・支給単価 職の制度 の制度と異 支給実績 当たり平均

との異同 なる内容 支給年額

扶 養 手 当 配偶者 10,000円 同 － 432千円 86,400円
扶養親族 8,000円
父母等 6,500円
特定扶養1人 5,000円

住 居 手 当 月額12,000円以上の家賃 同 － － －
月額23,000円以下

家賃月額－12,000円
月額23,000円以上
(家賃月額－23,000円)×
1/2＋11,000円
限度額 27,000円

通 勤 手 当 交通機関利用者 同 － 308千円 61,680円
最高限度額 55,000円

交通用具使用者
2㎞～4㎞ 3,800円
4㎞～26㎞

２㎞ごとに1,100円加算
26㎞～32㎞

２㎞ごとに1,000円加算
32㎞～35㎞ 20,400円
35㎞～45㎞

５㎞ごとに2,000円加算
45㎞～

５㎞ごとに1,800円加算
最高限度額 31,600円

管理職手当 参事 15％ 同 － － －
課長 12％
副参事・技監 10％
課長補佐 9％

時間外・休 時間外勤務手当 同 － 429千円 85,727円
日・夜間勤 時間外単価×125/100
務手当 休日勤務手当

時間外単価×135/100
夜間勤務手当

午後10時から午前5時まで
勤務する場合は、時間外・休
日勤務手当に25/100を加算

宿日直手当 宿日直勤務 5,200円 同 － 634千円 70,489円

管理職員特 週休日等における勤務１回に 同 － － －
別勤務手当 つき

参事・課長・課長相当職

7,000円（10,500円）

平日深夜 3,500円

課長補佐

6,000円（9,000円）

平日深夜 3,000円

（ ）は実働時間6時間超の

場合


